


組合規約の一部改正（新旧対照表） 
 

 組合規約第２６条の２を、次のように改正する。 

新（改正後） 旧（改正前） 

 

（保険料の賦課額） 

第１８条 組合員は、保険料として、次の各号に定める額の合算額を、毎月納付

しなければならない。 

  一 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 後期高齢者支援金等の納付に要する費用に充てるため、組合員（後期高

齢者の組合員を除く。）及び組合員の世帯に属する被保険者につき算定し

 

（保険料の賦課額） 

第１８条 組合員は、保険料として、次の各号に定める額の合算額を、毎月納付

しなければならない。 

 一 国民健康保険事業に要する費用（高齢者医療確保法の規定による後期高

齢者支援金及び病床転換支援金（以下「後期高齢者支援金等」という。）並

びに介護保険法の規定による納付金（以下「介護納付金」という。）の納付に

要する費用並びに第４号に規定する費用を除く。）に充てるため、組合員

（高齢者医療確保法第５０条に規定する被保険者である組合員（以下「後期

高齢者の組合員」という。）を除く。）及び組合員の世帯に属する被保険者に

つき次表の区分により算定した基礎賦課額 

区分 組合員等の区分 賦課額（1人につき） 

(1) 事業主である組合員 26,000円 

(2) 

 

従業員である組合員 

ア 薬剤師 

 

21,500円 

 イ その他の者 16,000円 

(3) その他の組合員 16,000円 

(4) 組合員の世帯に属する被保険者 9,000円 

ただし、未就学児は 6,000円と

する。 

 

二 後期高齢者支援金等の納付に要する費用に充てるため、組合員（後期高

齢者の組合員を除く。）及び組合員の世帯に属する被保険者につき算定し



た後期高齢者支援金等賦課額（1人につき）           3,500円 

   ただし、未就学児である被保険者には徴収しない。 

 

三 介護納付金の納付に要する費用に充てるため、組合員又は組合員の世

帯に属する被保険者のうち介護保険法第９条第２号に規定する被保険者に

つき算定した介護納付金賦課額（1人につき）          5,000円 

 

四 （略） 

 

 

 

 

 

 

附則 

１ この規約の一部改正による第１８条第２号の規定は、令和６年１０月１日から適

用し、同日前の保険料については、なお従前の例による。 

２ この規約の一部改正による第１８条第３号の規定は、令和６年４月１日から適

用し、同日前の保険料については、なお従前の例による。 

 

た後期高齢者支援金等賦課額（1人につき）           3,500円 

 

 

三 介護納付金の納付に要する費用に充てるため、組合員又は組合員の世

帯に属する被保険者のうち介護保険法第９条第２号に規定する被保険者に

つき算定した介護納付金賦課額（1人につき）          4,800円 

 

四 保健事業のうち、後期高齢者の組合員に係るものに要する費用に充てる

ため、後期高齢者の組合員につき算出した後期高齢者賦課額（1人につき）      

2,500円 

（令和 4 年 3 月 16 日一部改正。知事認可令和 4 年 3 月 31 日） 

２ 削除 

３ 削除 

 

 

 （改正理由） 

  保険者が本人に代わって納付することとされている介護保険法第９条第２号に規定する被保険者に賦課している介護納付金賦課額は、過去 3 年にわたり賦課不足

であるため、適正な額に改める。また、子育て支援の一環として、未就学児に賦課している後期高齢者支援金分保険料を 0円とする。 

 

 


